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プルサーマル計画を容認した泊村議会への抗議および
地元４町村への要請打電行動について

　

日頃のご健闘に対し心からの敬意を表します。

12月17日、「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会、道平和運動フォーラム、後志フォーラムは、地元４町村（泊村、神恵内村、共和町、岩内町）に対して、①国策にとらわれることなく、独自の判断を行うこと、②住民への説明を自治体として開催すること、③意識調査や住民投票などを行うことなど拙速な判断を行わないよう４町村の首長に対して申し入れを行いました（資料１参照）。それに対して多くの首長は、慎重に検討するとの態度を示したものの、①安全性については「最終報告」で結論は出ている、②住民の意向については、住民の代表である議会での議論で十分である、③今後議会の論議を経て首長として最終判断を行うなどの計画受け入れを前提とした極めて不当な回答に終始しました。

12月19日、北海道は、岩内原発問題研究会（代表斉藤武一）による公開質問状に対して、①道議会での論議、②地元４町村の意向、③安全協定の趣旨などから適切に判断するとの回答を行いました。また、道議会は、道議会民主党が知事に対して慎重な議論を行うよう要請を行うとともに、来年１月には参考人招致による集中審議を予定しており、経済性や必要性について一定の議論を行うこととしています。

そのような中、12月19日、泊村議会原子力発電所対策特別委員会（高谷進委員長）は、泊３号機でのプルサーマル計画容認を全会一致で決め、牧野泊村長に対して報告しました。この泊村議会による計画承認は、有識者検討会議が「最終報告」を取りまとめた14日から、わずか５日後に、地域住民への「最終報告」の説明すら行うことなく、住民の安心・安全を犠牲にするとともに、議会内での慎重なとりあつかいを求める声を多数の原発推進派の数の力で封殺し、国や北電に追随した暴挙です。さらに、牧野泊村長は、議会報告を口実に「プルサーマル計画」を容認する姿勢を示していることは、断じて容認できません。泊村の先行については、他の3町村からも「あまりにも拙速」「配慮なさすぎる」など批判がなされています。

　道民のみならず地元住民の意向すら無視し、一方的に地元４町村が容認判断を強行することは、国からの関与によらず、地方の住民の意志に基づき行うという地方自治の否定につながり、道民の健康と安全を危険にさらし、北海道の豊かな自然を脅かすことになります。

　以上の情勢から、下記の打電行動を要請します。緊急の要請ですが、積極的な取り組みをお願いいたします。

記

１．あて先　　下記の宛先にＦＡＸ、レタックス、電報等にて要請文の集中を願います。

　（１）　泊村議会　議長　北村　章二郎　様

　　住所　　　〒０４５—０２０２　北海道古宇郡泊村大字茅沼村字臼別１９１−７
　　FAX　　　０１３５－７５－３１６８
　（２）　泊村　村長　牧野　浩臣　様

　　住所　　　〒０４５—０２０２　北海道古宇郡泊村大字茅沼村字臼別１９１−７
　　FAX　　　０１３５－７５－３１６８
　（３）　神恵内村　村長　高橋　昌幸　様

　　住所　　　〒０４５—０３０１　　北海道古宇郡神恵内村大字神恵内村８１−４

　　FAX　　　０１３５−７６−５５４４

　　Ｅメール　http://www.vill.kamoenai.hokkaido.jp/mail/to_mail.htm
　（４）　共和町　町長　山本　栄二　様

　　住所　　　〒０４８—２２９２　北海道岩内郡共和町南幌似３８−２
　　FAX　　　０１３５－７３－２２８８
　（５）　岩内町　町長　上岡　雄司　様

　　住所　　　〒０４５—８５５５　北海道岩内郡岩内町清住２５８
　　FAX　　　０１３５－６２－３４６５
　　　Ｅメール　http://www.town.iwanai.hokkaido.jp/mail.shtml
２．文例（例文）　【例文等を参考にしてください】　
　　（１）泊村議会議長宛
　貴村議会において、泊３号機でのプルサーマル計画を承認したことに断固抗議します。プルサーマル計画は、実証試験も行われていない危険な実験であり、使用済核燃料の処理法の実用化すら目処が立っていません。貴村議会の安易な結論は、村民を危険にさらし、未来の世代に禍根を残すものです。万一、事故が起こった際は、泊村だけではなく、後志管内の他の市町村や札幌市など北海道全体に被害がおよびます。プルサーマル計画を承認した村議会の決定を直ちに撤回し、村民をはじめ道民の意向を把握した後、改めて検討を行うよう強く要請します。

　（２）４町村首長宛
　貴町（村）において「プルサーマル計画」を検討する際には、「有識者検討会議」の最終報告に関する住民の理解を図るとともに、住民の意思を把握するため、意識調査や住民投票を実施することを求めます。また、地方自治法が定める住民の健康や安全を守るという町としての責務を果たすため、「プルサーマル計画」の必要性・経済性についても国策に依らず、町独自の検討を行うことを要請します。さらに、国や北電が進めようとしている「プルサーマル計画」などの核燃料サイクル計画は、高速増殖炉や再処理施設など計画・実験段階の域を出ず、その実現性については未確定な要素が多いことから、「プルサーマル計画」に同意しないことを強く求めます。
３．取組期間　２００９年１月９日（金）までとしますが、可能な限り早急にお願いします。
